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平成２５年度 第２回熊本市障がい者自立支援協議会（概要） 
日時：平成２５年８月２３日（金）午後３時から 
会場：市役所本庁舎１４階大ホール 
出席者：大島（真）委員、尾道委員、守田委員、﨑山委員、秋成委員、田中委員、 

木崎委員、平田委員、大島（武）委員、安達委員、山田委員、松村（忠）委員、 
田之上委員、堀内委員、永井委員、田島委員、原田委員、篠原委員、岡本委員、 
塘林委員、多門委員、西委員、宮田委員、松村（和）委員、相藤委員、小嶋委員、 
中山委員 

欠席者：なし 
 
事務局 １ 開会 

ただいまから平成２５年度第２回熊本市障がい者自立支援協議会を開催い

たします。まず、本日の委員の皆様の出欠情報をご報告いたします。本日は欠

席のご連絡はいただいておりません。 
それでは、協議会の議事に移らせていただきます。これからの進行は相藤会

長にお願いいたします。 
相藤会長 皆さんこんにちは。今日も 2 時間という短い時間ではございますが、十分な

審議が出来ますようご協力よろしくお願いいたします。 
 

２ 議事 

（１）新たな取り組み等の概要紹介 

それでは、議事 1、新たな取り組み等の概要紹介について、事務局から説明

をお願いします。 
事務局 ○障がい保健福祉課 課長        進士 

企画調整班主査   吉住 
地域生活支援班主査 田尻 より説明 

（概要） 
①熊本市障がい者サポーター制度＜資料１－１＞ 
②平成２５年度熊本市障害者就労施設等からの物品等の調達推進方針（案）

＜資料１－２＞ 
 ③市民後見人養成講座事業＜資料１－３＞ 
 ④熊本市重症心身障がい児等在宅支援検討会の設置及び重症心身障がい

児・者の生活実態調査の実施について＜資料４＞ 
 ⑤現行の相談支援事業についての課題と今後の検討事項＜資料１－４＞ 

会長 まず障がい者サポーター制度のことに関してご意見がございますでしょう

か。 
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中山委員 確認ですが、サポーターの登録は、熊本市で就労している方のような市外の

住民も対象になるのでしょうか。 
事務局 登録要件は市内に在住する方に限定はしておりません。 
会長 次に障害者優先調達推進法への対応について質問はございますか。 

市への業者登録を行っている事業所がまだ少ないため、登録をまず増やして

いただくことと、庁舎内でも対応する項目自体が少ないということなので、受

注可能な品目等を掘り起こしていく必要があると思います。 
松村（忠）

委員 
品物は印刷物や文房具類というのはわかりましたけれども、近くの道路の清

掃や公園の整備といった役務等は難しいのでしょうか。 
事務局 当然役務も対象になりますので、役務も開拓する必要があると考えていま

す。今まで結びついてこなかった様々な理由、問題点を何とかクリアしていき

たいと考えております。 
松村（忠）

委員 
ある施設が水源地の草刈りを行って上手くいっているという例を聞いたの

で、おたずねしました。 
会長 ぜひそういう検討もお願いしたいと思います。それと、業務が広範囲の場合、

複数の事業所が連携して実施できれば、より業務を受けやすいということも考

えられますので、併せて検討をお願いします。 
秋成委員 共同受注の話なんですけれども、せっかく就労部会という話し合いの場があ

りますので、そちらでマッチング等の話し合いも出来ないかなと思います。 
会長 今ありましたように、連携して開拓をしていただきたいと思います。 

次に、市民後見人養成事業について、先ほどの説明に対して何かございます

でしょうか。 
私から質問です。市民後見については社協に委託するということですが、プ

ログラム等は社協が立てられるということでしょうか。 
事務局 厚生労働省が基本カリキュラムを示しておりますので、それを元に行政と社

協で話をして作成しております。 
会長 熊本市に事務所を置いて市民後見人育成研修が開かれているのはご存知で

すよね。４，５年前から研修を始められて、４年程前から熊本市でも始められ

ています。熊本市の方だけでなく、県下の方達がそれを受けられて市民後見人

となっています。それと熊本市が今度新たに始められる市民後見人養成事業の

範囲やテリトリーはどのようになるのか、そして社協が実施するならば、認定

はどのように行われるのでしょうか。 
事務局 今家庭裁判所とも話を進めておりますが、私どもが養成した後見人が単独で

裁判所から後見要請の受任することは今のところはありません。当事業が目指

すところは、社協による法人後見人です。社協が法人後見をやる中で活動して

いただく要員を今から育てていくという考え方なのですが、資料右「市民後見
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人の養成の流れ」で、２６年以降は社協の地域生活支援員として従事していた

だくとしています。これはひとつのステップでありまして、社協が法人後見を

やるに当たり、その中で活動していただく方はどなたでも良いわけではありま

せんので、地域生活支援員として従事していただきながら、まずは金銭管理を

学んでいただくことと、後見人として十分な資質があるかを社協として見極め

ていくことになります。 
先ほど市民後見人のお話に上がったのは NPO が実施しているものではない

かと思いますが、家庭裁判所としては今のところ NPO へ法人後見の委任は考

えていないということです。 
会長 わかりました。今のところ弁護士会と司法書士会、社会福祉士会が受任して

いるんですよね。でもゆくゆくはその NPO も取りたいというお話をされてい

たので、それがどうなるのかということも興味があったんですけれども、今こ

こで見ますと、地域福祉権利擁護事業の地域生活支援員の活動の中で素質を見

ることを、目指しておられるということなんですね。 
事務局 友枝が申し上げたとおりですが、あくまでも２６年度以降に社協の地域福祉

権利擁護事業の地域生活支援員として従事することは、金銭管理のノウハウ、

あるいは本当に後見人として適正かどうかの見極めも含め、そういった訓練を

行う場として設定しており、本当の目指すべきところは、市民後見人は単独で

は動けませんので、先ほど法人後見という言葉が出ましたけれども、それを社

協にやっていただくことも含め、最終的には法人後見として、市民後見人の養

成を受けられた方に後見業務を行っていただくことを目指しているものでし

て、まずこの養成事業はファーストステップとして、そういった講習を受けて

いただくということです。 
副会長 考え方はとても素晴らしいと思いますが、身上監護までこの事業で考えてい

るということですか。この事業は軽微（日常的）な金銭管理や福祉サービスの

利用援助が主だと思います。身上監護機能も欲しいところではありますが。 
事務局 現行では専門職の方が後見人として活動されていますが、現在の活動状況を

見ますと、弁護士や社会福祉士、司法書士等の専門職の方々といいますのは、

それぞれ本業を持ちながら動かれますので、言い方は悪いのですが本業の合間

に活動されるようなところが多いです。我々が必要としておりますのは、金銭

管理ももちろんですが、一生懸命寄り添っていただける方が必要だと考えてお

り、従いましてこの後見業務を専業でやっていただける方々を育てていくと考

えていただきたいと思います。それが身上監護においては非常に重要な部分に

なってくるのではないかと考えております。 
会長 地域福祉権利擁護事業自体が、熊本市、熊本県の社協は依然としてこれを使

うとされているので、このように書いてあるのかと思いますが、法律では日常
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生活自立支援事業となっていますので、ここは変えたほうが良いかと思いま

す。 
それでは次に重症心身障がい児（者）の生活調査についてご説明いただきま

した。何かありますか。これは調査をするということで、今後どういうものが

出てくるか注目するところかと思いますが。 
では皆さんが一番興味がおありのところは相談支援事業の課題と今後の検

討事項についてかと思います。何かございますでしょうか。 
宮田委員 むつみ会の宮田です。相談支援事業所の関係で、行政で基本的に認識してい

る課題が、３障がいを総合的に支援できる事業所が少数にとどまるということ

で、実態としてはそうですが、私はこのことが本当に問題なのかという意識を

持っています。 
参考資料で数字が出ていますけれども、各事業所の利用者で一番多い障がい

種別（うち障がい者）の割合をパーセンテージに直すと、例えば A 事業所は知

的障がいが３４名で、利用者の中で占める割合が７５．６％、B は精神障がい

の方が多くて８４．４％、C は精神障がいの方が一番で８８．１％というよう

に、割合で見てみます。すると実は全事業所の利用者数合計でいいますと、精

神障がいが占める割合は実に５７．７％です。もともと精神･発達障がいの方

には、おそらく相談支援が最も重要なケア方法の入り口だと思います。それと

もうひとつ、やはりそれぞれの利用者の方のこだわりや、行きやすさというこ

とで考えると、一箇所に集中することが果たして悪いことなのかというと、必

ずしもそうではないだろうなと。 
３障がいを総合的に、全体バランスを見て適用することももちろん必要なこ

とですが、目下の状況では、むしろご指摘があった、計画相談支援に人員･時

間ともに割かれ、本来の基本相談支援が後退しかねない状況にある。ここが私

は非常に問題があると思っております。 
それに対して今後の検討項目として、ここに相談支援機能の強化方策として

２つ、ネットワーク化を進めることと、困難事例への対策をとっていただくと

いうことで、よく検討されて作られた方針だと思いますので、じっくり具体化

させていただきたいと思います。 
やはり障がいの場合は、ケースマネジメントが必要な方が圧倒的に多いと思

います。そこに時間と資源エネルギーも費やしてこそ、成果が現れるんだと思

いますので、ぜひ頑張っていただきたいと思います。今後の主な検討項目につ

いて、ぜひ熊本市に結果を出していただきたいと思います。ですからパーセン

テージに直して、重要度は必ずしも割合ではないと思いますので、よろしくご

検討いただきたいと思います。 
それから併せて、難しい事例で、今グループホームで触法の方を二人抱えて
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いまして、保護観察とずっと協議しながらやっているんですが、一人の方はや

っと半年かけて心を開いてくれまして、やっと効果が見られたところです。以

前の体制で言うと、福祉事務所等が本来もってケースマネジメントするべきよ

うな問題が、相談支援事業所であるからと投げ入れられたり、あるいはその他

の事業所がやむなく関わりを持っている、もっと公的なところでのサポートが

必要な非常に困難な事例があります。ぜひ熊本市では、そういう非常に支援の

難しい事例が出てきたときに、この基幹型の相談支援センターで、事例はそん

なにたくさんありませんでしょうから、じっくり取り組んでいただきたい。相

談支援事業所だけではどうしても人手も足りませんし、サポートの仕組みを作

っていただきたいと思います。期待しております。 
中山委員 お尋ねします。相談支援事業所の利用者数ですけれども、障がい種別の「そ

の他」というのはどういうことでしょうか。特に E 事業所さん、K 事業所さん

では多く数字が挙がっていますけれども。 
木崎委員 障がい種別の統計を取るときには、障害手帳をお持ちの方で、身障手帳の方

ならば身障でカウントをあげています。その他の方は、例えば精神の方で、精

神保健福祉手帳を取得しなくてもサービスを受けられるようになっているの

で、手帳は持ちませんが相談がある方や、自覚がない方でそういう諸々の相談

があるなど、どこにも手帳が該当しない方を、こちらでカウントをあげている

ということです。 
中山委員 事業所で差があると思ってですね。専門性というか、そういうのが集まるん

でしょうか。他の事業所にも同じようにあるとは思うんだけれども、何でかな

と思ったんです。 
事務局 私もその他の部分を正確に把握しているわけではないので間違っているか

もしれませんが、相談支援事業所ごとに振り分けの仕方が異なっているんだと

思います。例えば今おっしゃった、いわゆる手帳を持ってなくてもみたいな方

であったとしても、慢性疾患をお持ちの方であれば精神障がいでカウントする

所もあるでしょうし、厳密に手帳を持っている方だけをカウントするやり方の

所もあると。そういう意味では一律に並びが取れていない気はします。 
中山委員 出来ましたら、やはりある程度正確に把握していくということも大事です

し、25 年度から相談援助者に難病の方も入りますので、きちんと割り振りをお

願いしたいと思います。 
事務局 わかりました。事務局で調整させていただいて、相談支援事業者が一定のル

ールに従って相談件数を計上できるように考えておきます。 
尾道委員 うちは E の事業所だと思うんですけれども、お子さんが非常に多く、児童発

達支援事業のご利用のご希望が多いです。児童発達支援事業とは、まだ幼児で

診断等がついておらず、家族の方が子育てのしにくさで困惑しているといった
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条件があれば利用が出来、親子で学びながら育っていく場となっています。そ

ういう方が多いので、障がい児のその他の数字が多くなっています。 
会長 分類の仕方で事業所によって少し差があるんじゃないかという指摘があり、

事務局で検討いただくということですので、ぜひよろしくお願いしたいと思い

ます。 
 

（２）各部会報告 
それでは、議事２、各部会報告に移ります。部会が多いので、各部会 5 分程

度でお願いしたいと思います。くらし部会、子ども部会、就労部会、相談支援

部会、それから精神障がい者地域移行支援部会の順でお願いします。 
大島（真）

委員 
【くらし部会】 

お疲れ様です。前回の会議では欠席させていただき、申し訳ありませんでし

た。今年度くらし部会の部会長を務めさせていただきます、しょうがい者生活

支援センター青空の大島です。どうぞよろしくお願いいたします。 
それではくらし部会のこれまでの経過と、今後の予定について説明させてい

ただきます。まず、今年度のくらし部会は当事者交流会の企画検討が中心とな

っております。資料２ページ、当事者交流会の計画案を掲載しています。目的

は、障がいを持つ方々の集える時間と場の提供、それと当事者の方々から生活

の中での困りごとや、やりたいことなどの生の声を聞かせていただく機会とす

ることです。テーマは「たのしく、つながる、ひろがる」としました。主催は

くらし部会ですが、協賛として地域相談支援懇話会の予算からお茶の提供等を

行いたいと考えております。 
日時が確定いたしまして、１１月３０日の土曜日、１３時３０分から１６時、

ウェルパル大会議室を予定しております。大勢の人数になるとどうしても不安

定になる当事者の方もいらっしゃいますので、予備室を一室借りて、対応でき

るようにします。 
対象者は障がい当事者の方、ただ今回に限り、交流会が初めての実施という

こともあり、どの事業所とも繋がりがない当事者の方のみの参加は難しいだろ

うということで、関係機関を通してのみの申し込み、また関わりのある関係機

関の参加のお手伝いをいただきながら実施することになりました。定員は５０

名です。一応、私たちの中で大体の人数割りを考えておりまして、相談支援事

業所･地域活動支援センターが関わっている当事者の方たち約 20 名、就労系の

事業所に通われる方２０名、そして他の団体等に所属される方１０名と今のと

ころ考えています。 
内容は、まずオリエンテーションで男女混合グループに分かれ自己紹介のレ

クレーションを行い、参加者にリラックスしていただきます。次に全体活動と
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して、レクレーションをやろうということで、準備運動、じゃんけんゲームを

行います。できれば、くまモンを呼んでみんなが楽しく出来るようにというこ

とで、現在担当が申請手続きを進めています。次の茶話会は、テーマを「あか

るく、たのしく」とし、１０グループ程に分かれて色々なテーマに沿って意見

交換等を考えております。 
半日の開催ですけれども、当事者の中には途中まで参加して帰ってしまう方

もいらっしゃると思うんですが、それは当事者の方の判断に任せようと考えて

おります。 
今回ポスターとチラシを皆さんにご提示したかったのですが、間に合いませ

んでしたので、完成次第、自立支援協議会の委員の方々には送付させていただ

こうと思っております。今後の予定としましては、９月に申し込みの受付を開

始し、また、当日参加可能なお手伝いいただけるスタッフ、この自立支援協議

会に所属している委員の方々の事業所さんも含めてご協力をお願いしたいと

思っております。１０月にくらし部会全体での確認をしまして、１１月の最終

チェックのあと、当事者、当日スタッフと打ち合わせをしまして、交流会の実

施に向けて取り組んでいきたいと思っております。 
何せ初めてのことですので、試行錯誤ではありますけれども、まずはやるこ

とに意味があると思っておりますので、成功するよう進めていきたいと思って

おります。 
次のグループホーム･ケアホームの情報確認ですが、これは毎年度、新規事

業所に対して情報提供の依頼をしております。今年度は新規の６箇所を分担し

て、８月締め切りとして情報の確認をしていただいております。そして、これ

までに情報を確認してきた既存のグループホーム等については、記載内容に変

更等がないか、各担当の相談支援事業所、また委員の方々で当たっていただい

ている状況です。 
また、事例検討について、24 年度の困難事例の検討を各専門分野を中心とし

たグループ編成で実施をする予定です。資料では８月より検討開始となってお

りますが、当事者交流会の企画が若干遅れておりますので、こちらの企画等が

落ちつき次第、困難事例については今後進めていきたいと考えております。 
会長 協議会の皆さんが全ての部会に所属して全体を把握することは難しいので、

まずは丁寧にこの部会報告をしていただいた方が良いのではないかという話

もありますが、数が多いため５分以内でとお願いをしております。わからない

ことやお聞きしたいことがありましたら、直接お聞きいただきたいと思いま

す。 
尾道委員 【子ども部会】 

子ども部会の報告をさせていただきます。まず、現在夏休みで障がい児家族
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支援事業が展開されています。ボランティアの募集等に関しましては、障がい

保健福祉課で大変ご苦労とご協力をいただいています。そのお手数に、心より

御礼申し上げます。 
さて、子ども部会では、今年度はミニ研修やケース検討、その時々の時の話

題、親の会の活動状況などの共有と検討を行ってまいりました。 
そして、先ほどの障がい者サポーター制度に関して、子ども部会でも大変期

待をしております。子ども部会では、お子さんたちが地域の中で安心して生活

できるよう、困ったことがあったときに手助けしてくれる場所として、コンビ

ニやその他店舗に協力を願う活動（黄色いリボン運動）を推進しています。し

かし、シンボルマークやバッジ、チラシの作成までは順調でしたが、地域への

啓発や体制づくり等で困難を極めています。障がい者サポーター制度がうまく

進めば、地域で生活する障がい者の方々の力になってくれるのではないかと思

います。また、サポーター制度において、お子さんに対してお手伝い願いたい

ことを子ども部会で話し合い、市へ提案させていただきたいと思います。 
子ども部会では、平成２１年度に熊本市内の幼稚園･保育園を対象に障がい

児保育に関するアンケートを実施し、平成２２年の１月に障がい保健福祉課と

保育幼稚園課、子ども発達支援センターに、中間まとめをお配りしましたが、

結果に基づく提言等までには至りませんでしたので、今年度前半を使ってまと

め、終止符を打ちたいと考えております。 
市内の幼稚園･保育園のうち障がい児保育をやっていない園からも、100％近

くから条件さえ整えば実施しても良いと回答を得ました。そうすると、自宅近

くの幼稚園･保育園で受け入れてもらうためには、どうやって条件整備をして

いくかが重要です。 
そのひとつは、保育園が事業を運営するための経済的な支援、障がい児保育

の補助金のあり方、それから判定意見書で、手帳を持っていない障がいをお持

ちの、特に発達障がいをお持ちのお子さんたちに、どうやって補助金あるいは

社会保育士をつけていくのかも、ひとつの課題となってくるところです。安全

確保や充実した支援のためには人材確保が不可欠ですので、そのための経済的

基盤の確保が大きな問題だと考えます。 
それともうひとつは、大きく 2 つに分ければ、現場の保育士、幼稚園教諭の

方が、安心してお子さんたちの保育･教育に取り組むには、子ども達への対応

や、保護者への説明の手法が必要になります。そういった研修を子ども発達支

援センターや保育幼稚園課と行いたいと考えています。 
それと、手帳を持っていないお子さんたちの判定意見書を、客観的で公平に、

必要に応じて書けることは、大変意味を持つことだと思っています。今まで、

園が親御さんたちに個別に判定意見書を取るようお願いしており、判定意見書
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を取る手続きを取らない親御さんがいたり、園とトラブルが起きることもあり

ました。そういうことがなく、必要なお子さんには判定意見書が書かれ、補助

金や社会福祉士がつくことを保障するために、専門家が園を巡回し、判定意見

書が必要と思われるお子さんのご家族と園とで必要度について納得がいくよ

う話し合いをして、検討会で決定されるというようなシステムが必要なのでは

ないかと考えております。 
今日はきちんと全て文章にしてきておりませんが、以上申し上げたような意

見を、もう少し説明と文章を整えて作りあげたいと思っておりますので、ご賛

同いただければ、先に進みたいと思っております。また、このアンケート調査

の結果をお知りになりたい方は尾道までご連絡をお願いいたします。以上で

す。 
原田委員 【就労部会】 

皆さんお疲れ様です。部会長の甲斐が欠席のため、代わりに事務局よりご報

告させていただきます。よろしくお願いいたします。就労部会では「ガイド･

PR 班」「研修班」「福祉計画班」の３班に分かれ、それぞれ目標を掲げて活動

に取り組んでおります。 
各班の作業目標としましては、研修班のほうでは内部のスキルアップを目的

としたミニ研修を毎月開催させていただいております。8 月までに 3 回終了し

ておりまして、１１月までに残り３回研修会を行っていく予定になっておりま

す。 
もうひとつ、本年度は２月７日に開催予定になっておりますが、外部の方に

向けての研修会を開いていこうということで、外部研修の準備も整えているよ

うなところです。今年度、内部研修の方が発達障がい者の方をテーマにしたも

のが多かったので、主催研修の方も発達障がいのある方の就労支援についてや

っていこうと現在検討中です。 
ガイド班では、昨年度これまでガイド集を作成してきましたが、今年度はそ

の更新とバージョンアップということで、新規で開設された事業所の掲載と、

ホームページの更新等を進めております。 
また、情報発信集「しごといく」を昨年度発刊しましたが、今年度もその第

２弾を作成する予定にしております。今年度は、障がいのある方の就労支援に

携わる人、主にジョブコーチ支援のことや、雇用などの拡大ということで、保

育園や幼稚園などで雇用してくださっている事業所に取材に行こうというこ

とで今、取り組んでいるところでございます。 
下のほうに課題事項ということで、ガイド集や「しごといく」の発刊に当た

って予算をどのように確保するかが課題として挙がっていたんですけれども、

昨年度熊本市さんに一応予算要求はしていただきましたが、今年度の予算が認
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められなかったということだったので、発刊はもう難しいかというところで、

今年度はホームページに掲載するということで、今止まっているようなところ

です。 
もうひとつが福祉計画班ですが、昨年度に引き続き、就労継続支援 A 型事業

所･B 型事業所さんへ向けて実態の調査、アンケート調査を継続していくこと

になっております。今年度はさらに福祉サービスの質の向上や、商品開発の参

考となる内容を新たに追加項目として加えていこうと今検討がなされている

ところです。今後も各班の目標に沿って、２月の研修を目処に作業を進めてい

きたいと考えております。 
秋成委員 【相談支援部会】 

相談支援部会から報告をさせていただきます。相談支援部会は、平成２５年

６月から新たな部会として開始されました。主たるメンバーは熊本市内相談支

援事業所の相談支援専門員と、行政の方を含めて行っております。当初、業務

の多忙性から２ヶ月に１回の開催を予定していましたが、新規事業所からの要

望もあり、当面毎月行う方向で考えています。 
相談支援部会の目的は、相談支援専門員の質の向上、熊本市における相談支

援体制の強化、相談支援事業所の情報の共有、効率的な相談支援、計画相談の

対応に向けた基盤づくりとしています。 
活動のおおまかな流れは、２時間の枠を前半と後半に分け、前半では主な法

制度等の説明や、また新しい事業所もございますので、難解な法律の勉強等を

行うことと、計画相談について市から書式が提示されていますが、それ以外の

モニタリングや担当者会議の記録に使用する統一した書式がございませんの

で、各事業所統一書式の作成についても今後の検討課題と考えています。 
また、前半と後半の間にインフォメーションの時間を１０分ほど設け、全体

に対しての相談事として、例えばグループホームの空き状況の確認等、情報共

有として、新たなスタッフや事業所の紹介等を行います。 
後半は区ごとを目安にグループ分けをし、困難事例の話し合いや情報の共有

を行いたいと考えています。第１回目は「特別支援学校卒業生の就労継続 B 型

利用に関わる取り扱いについて」ということで市から説明等が行われた後にグ

ループワークを行っております。第２回目は先ほど申し上げた資料の作成とグ

ループワークを行いました。年間計画に関しては、これはあくまで案ですが、

資料に書いてあるようにしていこうと思います。相談支援部会からは以上で

す。 
﨑山委員 【精神障害者地域移行支援部会】 

相談支援センターこころの﨑山です。よろしくお願いします。資料の６、７

ページは前回、部会として承認していただく際にお示しした資料ですので、各
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自ご確認をお願いします。８ページから参ります。 
全体検討･グループワークという二本立てで地域移行支援部会を行っており

ます。前半で全体検討、事業の説明や制度の研修･意見交換などをしています。

これは毎年度会議をやっていますが、年度でメンバーが変わることが多く、

我々は何のためにこういう事業をやって、どういう方向に持っていくのかを確

認するために行っています。また、精神保健福祉改革ビジョンの中で、これか

ら精神保健福祉が大きく変わり、新しい制度や法律等が次から次に出されてい

まして、そういったものの我々病院側、医療機関と、また地域では少し認識が

違うことがあるため、一緒に学び、共通認識の下にやっていきましょうという

ことを行っています。 
グループワークでは、数年間やってきた中で、地域の中で知らない、専門職

も知らないことが多くあるので、きちんと普及啓発、知ってもらおう、知るよ

うにちゃんと出かけましょうということで、病院･事業所等の専門職や、地域

住民の方、当事者の方への普及啓発を実施することにしております。 
またピアサポートのほうも、きちんと地域移行支援の中で重要な役割を担っ

ていただけるように、それをどういう活用ができるかや、知ってもらうために

はどうしたらいいかというようなことを学ぶグループワークをやっておりま

す。 
簡単ですが説明を終わります。最後に、前回中山委員から、養護老施設があ

るが利用がないということで意見をいただきましたので、早速部会のほうで中

山さんと意見交換させていただいて、部会のほうで、やはりそういうことは重

要であろうということで、近いうちに研修等をして、つながるところからつな

がってお試ししていくというような方向で動きたいと思っていますのでよろ

しくお願いいたします。以上です。 
会長 ただ今部会からの報告をいただきました。今これだけは聞いておきたいとい

うことはありますか。後は疑問等があったら部会に直接問い合わせていただく

ということでお願いいたします。 
 

（３）テーマについての協議：障がい者への就労支援について 

それでは、議事３、テーマについての協議に移らせていただきます。 
障がい者の就労支援について、まず就労部会の山田委員より就労継続支援 A

型事業所についての検討ということでご説明をいただきまして、その後引き続

き市のほうから、熊本市の就労継続支援 A 型事業の現状についてご説明をいた

だきたいと思います。それでは山田委員、お願いいたします。 
山田委員  ○アストライ 山田委員より説明 

（概要） 
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 ・平成２４年度アンケート調査における就労継続支援 A 型事業所の原状につ

いて＜資料３－１＞ 
会長 ありがとうございました。障がい者への就労支援についてというテーマの下

で、就労継続支援 A 型事業所についてご報告をいただきました。このことにつ

いて何かありましたらお願いしたいと思います。 
宮田委員 むつみ会の宮田です。作業所と企業の関係がやはり A 型の運営にはひとつの

大きな方向性を持つものですね。中身としては、仕事の受発注の関係を A 型の

事業所が地元の熊本の企業さんと具体的にどのように構築しておられるか。４

月の始めに仕事の受発注について、A 型の事業所と中小企業家同友会の事業所

との意見交換会を行いました。そこで出された議論の中から出てきたのが 3 つ

程あります。 
ひとつは、支援･協力関係について、要するに作業所と企業の間で、どうい

った協力ができるのかということについての共通認識が無い。企業側からして

みると、A 型の事業所の存在や、どんな仕事をやっているかも見当がつかない

という状況です。全体として見たときに、マーケット主体が共同受発注だから、

発注する側が受発注の発想を持っていないということです。それから作業所の

ニーズを企業側が知らないので、発注または下請けの依頼が出来ない。具体的

にはそういう問題があります。 
それからもうひとつは、雇い入れだけでなくて、事業所と企業との連携を深

めることの効用が実は大きいのではないかとは思っているけれども、具体的な

情報を持っていない。ではそこをどう切り込んでいくかというところで言え

ば、私たち中小企業家同友会も努力はしますけれども、やはり企業に対する啓

発なり何なり、あるいは雇用率も上がることですから、そのあたりの環境づく

りが必要ではないかと思います。 
それからもうひとつ、これは私の意見ですけれども、基本的に今の制度、A

型、B 型、地活の３段階を考えたときに、地活から B 型、B 型から A 型とい

うような、出世魚型の矢印が発想の根本にあると考えております。その発想自

体は現実的には難しい部分もあるので、やはり各団体は登っていく階段ではな

くて、それぞれの持ち味を生かした段階に応じた施策が本来なされるべきであ

るだろうと考えています。 
それから、資料３－２の２ページ、「就労継続支援 A 型事業の指定状況（B

型指定との関係）」を見ると、熊本市は数として３３の B 型事業所に対して３

９の A 型事業所があるということですね。 
それに対して、例えば埼玉県では、さいたま市が３８の B 型に対して９の A

型というのは、もともとの地活の制度や旧法時代の制度も含めて、地活に移行

しても十分な補助金体系があるんです。私が行ったところは、地活 3 型で、精
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神で、１３人の人が来られていて、基本的な給付、補助金額が約６００万、さ

いたま市独自が６００万、さらに施設整備費で１６０万、合計１，３６０万の

補助があります。補助金額が決定的に違うわけですから、A･B 型に移る必要が

ないわけです。埼玉県は特に精神のところにはデイケア等もそういった事業所

に委託していますので、熊本市との比較は難しいのかもしれませんけれども、

逆に中に、A 型に居座らなくてもいいような制度の整備状況があったとすれば

ですね。 
それから岡山ですけれども、岡山市が４１の B 型に対して４５の A 型と、

熊本と同じように A 型が多いんですけれども、岡山市は A 型事業所の協議会

にコーディネーターがいて、この方が非常に頑張る人で、農業活動で、例えば

水耕栽培など、非常に高度なものをやっています。だから熊本の A 型とはちょ

っと比較できないんですね。だからそういうこう、A 型を十分に展開できるよ

うなうまみと言いますか、仕事開発の状況が A 型の協議会の中で、皆さん方で

共有されて。 
会長 宮田委員、いいですか。熊本市からも追加の説明がございますので、その分

が今言われているような所だと思いますので、よろしいでしょうか。すみませ

ん。では事務局からも説明をお願いします。 
事務局  ○障害保健福祉課 自立支援班主査 濱洲より説明 

 （概要） 
 ・熊本市の就労継続支援 A 型事業所の現状について＜資料３－２＞ 

会長 ありがとうございました。山田委員と市の障がい保健福祉課からの報告でし

た。A 型のところでは意見が分かれるようなところもあるかと思います。先ほ

ど宮田委員からご意見をいただきましたけれども、もうすでに時間が参ってお

りますので、何かこれだけは聞いておきたいとか言っておきたいということが

ありましたらお願いします。 
私からご提案というか、皆さんへのお願いですが、就労の現状を今報告いた

だいて、これをどう解決策に結び付けていくかというのは、ここで結果がすぐ

出るとは考えられないですよね。良ければ就労部会で議論を進めて、今年度中

に何らかの結果が出せるような形で持っていっていただいて、次回もう一回就

労の現状と、問題点等について就労部会から経過報告をいただいて、よければ

今年度最後の協議会でこのテーマの総括を行っていただければと思っており

ますけれども、いかがでしょうか。 
松村（忠）

委員 
一つだけいいですか。資料３－１の２９ページに一般就労への移行実績が出

ていて、これをカウントしていくと全部で３６名の方が一般就労に移行したと

いう状況になるのではないかと思いますけども、熊本市の福祉計画では、福祉

施設から一般就労への移行は、来年までの目標は３０名になっておりますの
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で、こんなに急に、簡単にクリアできるのかなと思ったんですが。現実的には

先ほど熊本市から説明いただいた所では、雇用率が達成できてないところがま

だたくさんあるわけで、福祉関係での就労も大事なんですけども、今年の４月

１日に雇用促進法が改正され、差別解消法の施行が３年後、知的障がい者の雇

用率がカウントされるようになって１５年です。それから精神障がい者の雇用

率がカウントされるようになったのは平成１８年からですが、民間企業の方で

はかなり雇用率を達成してきているというふうに思いますけれども、行政や教

育委員会など現況はいかがなものかなと、行政の方の今後の見通しあたりがあ

りましたら、ぜひ実現していただければ、ありがたいなと思うんですけども。 
事務局 すみません、確認ですが、知的障がい者あるいは精神障がい者について、も

うちょっと行政での雇用を拡げるようにということでしょうかい。 
松村（忠）

委員 
合理的配分の範囲内で、できるものはないのかどうかですね。 

事務局 身体障がいのある方については、普通一般の方と同様、試験と面接を受けて

いただいて採用決定しますが、採用の特別枠を設けてあります。知的障がいの

方あるいは精神障がいのある方については、正職員という部分で見れば、一般

の方の試験は受けていただけますが、枠を設けた採用はしていません。 
一方で、障がい保健福祉課では嘱託職員として、知的障がいのある方、それ

から精神障がいのある方を対象に雇用枠を設けています。１年間の雇用契約で

すが、希望に応じて１回の更新が出来、合わせて２年間まで雇用が出来ます。

しかし雇用目的としては、一般就労、いわゆる次のステップに向けての途中段

階での訓練ということを兼ねているので、そういった意味合いから言っても正

職員としての雇用ではありません。 
一般企業はどのような形で知的障がいのある方、あるいは、精神障がいのあ

る方を雇っているかというのは明らかではないところもありますし、特例子会

社みたいな話もありますから、なかなか行政で一概に同じ形で考えることは出

来ないとは思いますけれども、熊本市の人事については障がい保健福祉課とは

違う部署が担当しておりますので、他の企業等の様子も見なければなりません

し、先ほどおっしゃっていた差別解消法というところでですね、差別解消法自

体は行政機関、民間企業に対しても求める部分があり、熊本県の条例の話とほ

ぼ同様であったと思いますけれども、一方で障がい者雇用促進法も、障がい者

権利条約の批准に向けて、その雇用面での改正をしていたと思います。それら

も見ながらということになりますが、正職員としての雇用ということになる

と、色々なハードルがあるかと思っております。 
松村（忠）

委員 
はい、そのハードルは決して低くはないだろうと思っております。すぐ解決

しないとは思っていましたけど、知的障がいの方の雇用率がカウントされるよ
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うになって１５年経っても、なかなか地方自治団体の中での雇用というのは進

んでいませんし、今熊本大学で１５人ぐらい雇用してもらっていますね。清掃

関係で。ああいう工夫なんかもあってもいいのかなという感じがしたものです

から、前向きに研究いただければありがたいと思います。すみません、以上で

す。 
会長 はい、ありがとうございました。前から言われていることですけれども、や

はりそこそこの問題点もあるかと思います。自閉症の明石徹之君が、（川崎）

市役所に採用されていますよね。あれは、自閉症という障がいの特性から清掃

業等の部署に配置されているということで、そういうマッチングがやはり問題

で、その就労の訓練をするのが A 型や B 型の役割になるのかなと私は思うん

ですけれども。だからさっき宮田委員がおっしゃったように、階段的に登って

いくということではないかもしれませんけども、私が思うにはやはり、福祉的

就労というところで支援をしている福祉職員は最大限に１００％支援を行っ

ていて、その自負もあります。でもそれが利用者達が一歩を踏み出せるような

支援であるかというと、事業所で働きながらの最大限の幸せを得るための支援

をしていたんじゃないかと私自身も振り返ることがあるんですね。ですからや

はりある意味はステップを上がっていく役割の A 型や B 型から一般企業につ

なげるルートを社会の中で作っていく必要があるのかなと思っております。い

ろんなところで考えていただきたいと思います。 
副会長 官民一致で作っていただいてましたので、契約社員という方もですね、２年

とか１年とかの雇用期間の後の問題というのは非常にその方にとって大きな

ことになります。その間に、例えば一般就労に繋げる等、出来た方向もあろう

かと思いますんで、そういったことも含めて、就労部会あるいは田島さんにも

その辺を検討していただいてですね、ぜひまた次回いいニュースが聞かれます

のを楽しみにしていますのでよろしくお願いします。 
会長 先ほども言いましたように、解決策とか役割分担を含めて就労部会で整理し

ていただいて、次回、または次々回にご報告をいただいて、皆さんで共有する

という形に持っていきたいと思います。それではもう一つ、次回テーマの検討

ということで、事務局のほうから何か提案があるということですのでよろしく

お願いいたします。 
事務局 相談支援事業の案件でございますけども、今日は課題等につきまして報告を

させていただきまして、皆様方の貴重なご意見をいただけたものと思っており

ます。ただ、今日は課題等の紹介のみで終わっておりますので、出来ましたら

もう少しご意見いただきたいと思っております。私どものほうから次回、もう

少し具体的な考えをお示しさせていただきまして、ご意見をいただきたいとい

うことで、次回は「相談支援事業の重点化と相談支援事業の強化方策について」
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をテーマとして取り扱い、きちんとご意見をいただきたいと思っております。 
会長 よろしいでしょうか。では次のテーマということで、相談支援事業について

挙げさせていただきたいと思います。本当に申し訳ありません、時間が押して

おりますので、本来なら皆さんの意見を聞きたいところですけれども、また次

回のほうに回していただけると大変ありがたいと思います。以上で本日のすべ

ての議事を終了させていただきます。では進行は事務局のほうにお返しいたし

ます。ありがとうございました。 
事務局 相藤会長ありがとうございました。それでは次回、平成２５年度第３回の、

熊本市障がい者自立支援協議会の開催に当たりまして、先にご案内しました予

定では、１１月１５日金曜日の１５時から、こちら市庁舎１４階大ホールにて

開催としておりましたが、会長、部会長及び事務局の都合によりまして、午後

からの開催が難しくなりましたので、同じ１１月１５日金曜日の、時間は変わ

りまして午前１０時から、会場をウェルパルくまもと 1 階大会議室に代えまし

て開催したいと考えております。委員の皆様には急なご案内で大変申し訳あり

ません。ご参考までに今日時点で、１１月１５日金曜日の午前１０時からの開

催ではどうしても都合がつかれない方がどれくらいいらっしゃいますでしょ

うか。挙手でお知らせください。 
ありがとうございます。この時間都合がつかない方もいらっしゃいますけれ

ども、誠に申し訳ありませんが、第３回の熊本市障がい者自立支援協議会の開

催を１１月１５日金曜日の午前１０時から、ウェルパルくまもと１階大会議室

にて開催といたしますので、よろしくお願いいたします。申し訳ございません。 
これをもちまして平成２５年度第２回熊本市障がい者自立支援協議会を終

了いたします。長時間にわたりご審議ありがとうございました。 
 


